
１

２

（開示請求を受けた法人文書の全部又は一部を不開示をする場合が
あるのは、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第５
条各号に該当する場合のみです。同各号に規定する不開示情報に当
たるとする根拠など独立行政法人等による開示・不開示の判断に資
する情報をできるだけ詳細かつ具体的に記述してください。）

記

照会のあった法人文書の名称

意   見

(1) 上記法人文書の開示による支障（不利益）の有無

(2) 支障（不利益）の具体的内容

殿

  独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第１４条の規定に基づ
き、下記の法人文書の開示について、次のとおり意見を提出します。

氏名又は名称

住所又は居所

連絡先電話番号

甲様式第０５号 令和　年　月　日

法人文書の開示に関する意見書

独立行政法人工業所有権情報・研修館理事長


